
 共通第１１号様式（第１７条第１項） 

 

 
          令和 ７年度 補 助 事 業 等 実 績 報 告 書          
 
                             令和 ８年 ４月２４日 
 
  函館市長 大泉 潤 様 
                         住所 函館市若松町７番１５号 
                 補助事業者等 
                         団体名   函館商工会議所 
                         代表者氏名 会頭 久保 俊幸 
 
    補助事業等の名称     小規模事業経営近代化促進指導事業     
 
  令和 ７年 ４月 １日函経経をもって補助金等の交付の決定を受けた上記の補助事業 
 
 等は，令和 ８年 ３月３１日完了したので，関係書類を添えて報告します。 
 
 
 
         補助金等交付決定通知額  金１４，０００，０００円 
 
         補 助 金 等 領 収 済 額  金１４，０００，０００円 
 
         補 助 金 等 領 収 未 済 額  金         ０円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 



 共通第２号様式（第７条第２項，第１７条第２項） 

 
            補 助 事 業 等 の 計 画 （ 実 績 ） 書    

          

 
 
 

  

 

 
 
 
 
 申 請 者 の 概 要 
 
 
 

 

 
 設立年月日        明治２８年 ９月２９日 
（現行法上の法人成立年月日 昭和２１年１２月２７日） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

  
 構 成 員   ２，０９８件（令和８年３月３１日現在） 

 

  
 営む主な事業  経営改善普及事業 

 

 
 

 
 
 
 補 助 事 業 等 
 
 の 内 容 
 

 

 

別添事業報告書のとおり 

 
 

 
 補 助 事 業 等 の 
 
 実 施 に よ る 効 果 

 

 

 小規模事業者の経営および技術の改善発達のための事業の充実

を図り、もって小規模事業者の振興と発展に寄与した。 

  
 備 考 

 

 

 
 
 （注） １．この様式は，補助金等の交付を申請し，または，これに係る実績報告をする 
      場合に使用すること。 
     ２．補助事業等の内容は，詳細に記載すること。（別紙も可） 
     ３．工事の施行を伴う場合は，その実施設計書および図面を添付すること。 
     ４．その他必要と認めた書類を添付すること。    
 
  

  

 



［団体名：函館商工会議所中小企業相談所］ （事業年度：令和7年4月1日～令和8年3月31日） 

収入の部　　 （単位：円）

科　目  科目細分類 R7年度予算額 Ａ R7年度決算額 Ｂ 増 減 Ａ－Ｂ 補助対象事業 摘　　　　　　要

経 常 収 入 会 費 会員数　　名　（内訳）年会費　　　円 ×   人

　　　　　　　　　　　年会費    　円 ×   人

　　　　　　　　　　　年会費    　円 ×   人

　　　　　　　　　　　年会費    　円 ×   人

　　　　　　　　　　　年会費    　円 ×   人

　　　　　　　　　　　年会費    　円 ×   人

国 道 補 助 金 48,200,000 48,169,346 30,654 48,169,346 北海道小規模事業指導推進事業補助金

市 補 助 金 14,000,000 14,000,000 0 14,000,000 函館市小規模事業経営近代化促進指導事業補助金

特 別 賦 課 金 0

受 託 料 0

手 数 料 0

使 用 料 0

小計　（１） 62,200,000 62,169,346 30,654 62,169,346

臨 時 収 入 加 入 金 0

助 成 金 0

寄 付 金 0

一般会計繰入金 3,000,000 2,468,826 531,174 0 函館商工会議所一般会計繰入金

雑 収 入 7,400,000 8,793,489 △ 1,393,489 7,872,295 各種事務手数料等

小計　（２） 10,400,000 11,262,315 △ 862,315 7,872,295

0 0 0

72,600,000 73,431,661 △ 831,661 70,041,641合　計（１）+（２）+（３）

前 期 繰 越 金   （３）



支出の部 （単位：円）

科　目 　　　科　目　細　分　類 R7年度予算額 Ａ R7年度決算額 Ｂ 増減　Ａ－Ｂ 補助対象事業 道補助金

経営改善 人　件　費 52,050,000 52,240,357 △ 190,357 52,240,357 45,592,365

　普及事業 俸給 26,900,000 26,767,200 132,800 26,767,200 26,767,200

（人件費） 扶養手当 1,650,000 1,637,500 12,500 1,637,500 1,637,500

通勤手当 1,250,000 1,237,696 12,304 1,237,696 1,095,191

期末手当 10,950,000 11,009,340 △ 59,340 11,009,340 10,624,539

寒冷地手当 1,630,000 1,768,800 △ 138,800 1,768,800 1,768,800

住居手当 260,000 288,000 △ 28,000 288,000 75,000

超過勤務手当 770,000 954,147 △ 184,147 954,147 81,390

その他の手当 1,340,000 1,332,000 8,000 1,332,000 0

福利厚生費 7,300,000 7,245,674 54,326 7,245,674 3,542,745

52,050,000 52,240,357 △ 190,357 52,240,357 45,592,365

経営改善 旅　　　費 850,000 1,527,392 △ 677,392 1,527,392 170,300

　普及事業 事　務　費 13,820,000 12,973,555 846,445 12,973,555 652,239

(事業費） 福利環境整備費 1,500,000 1,559,940 △ 59,940 1,559,940 1,559,940

研修事業費 0 0 0 0 0

大学校等研修参加費 0 0

専門的研修参加費 0 0

応用研修会参加費 0 0

1,900,000 1,740,397 159,603 1,740,397 194,502

記帳機械化促進事業費 180,000 192,320 △ 12,320 0 0

その他事業費 2,300,000 3,197,700 △ 897,700 0 0

景況調査費 20,000 15,313 4,687 0 0

青年部 1,630,000 1,788,000 △ 158,000 0 0

日商（国）補助事業費 500,000 1,290,887 △ 790,887 0 0

その他事業費 0 0 0 0 0

会議費・渉外費 150,000 103,500 46,500 0 0

20,550,000 21,191,304 △ 641,304 17,801,284 2,576,981

72,600,000 73,431,661 △ 831,661 70,041,641 48,169,346

0 0 0 0 0

72,600,000 73,431,661 △ 831,661 70,041,641 48,169,346合　　　計　　　 （３）+（４）

計　　　　（１）

小規模事業施策普及費

計　　　　（２）

小　 計　（１）+（２）＝（３）

一　般　事　業　費　　　（４）


